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令和６年度は、新型コロナウイルスの感染拡大による教育活動への影響がほぼなくなり、宿泊行事を含めた

すべての学校行事をコロナ禍前とほぼ同様の実施形態で行うことが出来た。 
しかし、９月に実施した本校最大の行事である文化祭では、生徒が考案したシステムを使用して入場者を事

前申込による抽選制にし、来場者の数を一定以下にすることや、来場者及び在校生の熱中症や安全確保などの点
を考慮して実施した。これは、コロナ禍があったからこそ獲得できた知見であり、こうした工夫は学校の中の
様々な教育活動のなかで見ることが出来、国立高校の学校行事がさらに一歩前進した。また、部活動でも素晴ら
しい成果を上げた部もあり、国高生の勉学と学校行事、部活動を真に両立させる学校生活が戻ってきた。 
また、本年度は多くの事業の指定を受けたが、なかでも文部科学省よりＤＸハイスクールの指定を受け校内

環境の整備に努めてきた。次年度以降は、これを生徒の教育活動にいかに活用していくかが問われる段階になる。 
さらに、昨年度から重点を置いている国際教育と探究活動においては新たな段階に入ることが出来た。探究

活動は週の時間割に組み入れ（水曜５限）、特に１学年は大学連携を強力に推進した。東京外国語大学をはじめ
とし、東京都立大、電気通信大学、早稲田大学大学院関連機関、一橋大学など、多くの大学に積極的に連携して
いただき、学びが深まった。２学年は個人研究を完成させ、１・２学年ともに、３月には合同の探究発表会を実
施することが出来た。当日は、大学関係者も数多く参観に来てくださり、生徒達に多くの助言をいただいた。ご
協力くださった方々には感謝を申し上げたい。 
国際教育においては、昨年度フランスに４名を派遣することが出来た東京都の「高校生等海外派遣事業」に

今年度も選ばれ、今年度はエジプトに４名を派遣した。そして何よりも、昨年度から準備を始めた本校独自のボ
ストン研修９日間を３月末に実施し、参加者 35 名を引率して無事に終えることが出来たことは大きな成果であ
った。また、同時期に、やはり同じく本校初のマレーシア研修を実施した。ボストン研修がグローバルリーダー
の育成を視野に入れたプログラムであるとすると、マレーシア研修は、地球の各地域特有の自然環境や生徒個々
人の興味関心を突き詰めて現地で実体験することを目的としており、東京サイエンスハイスクール指定校の取組
としても、無事に実施出来たことは大きな成果であった。マレーシアもボストンも、どちらも海外という非日常
のフィールドでの活動であり様々な試練があったが、そのなかで生徒達は精一杯頑張り、帰国後の充進した笑顔
にその成果が結実していた。 
次年度は、こうした研修を生徒個々の探究活動と結びつけ、さらに学びを深めるきっかけとすることが出来

るよう、今年度の反省を活かし、さらにより良い教育活動を展開していく。 
 

 
１ 今年度の取組目標と方策に対する自己評価 

 

項 目  内   容 実  績 評
価 

（１） 
学習活動 

① 

 
基本的学習習慣の定着 
ア・イ 進路意識調査による学習時間の把握 
ウ １学年での到達度テストの実施 
エ 課題・宿題・小テスト等の組織的な把握

と計画的な実施 
オ 部活動のあり方のルール（特に定期考査

前）徹底による家庭学習時間の確保 

到達度テストは、今年度は１学年の

みの実施。高校での学習に向けた導

入段階での効果はあり、部活・学校

行事と学習の両立に係る意識付けを

行うことが出来た。ただし、学習時

間については１・３学年が目標値に

達していないため、さらなる指導の

工夫が必要。部活動は概ねルール通

りに実施できた。 

Ｂ 

② 

 
基礎学力の定着 
ア 高校入試・学力調査・模擬試験等の結果

を分析し、指導計画の作成と改善を図る。 
イ・ウ 習熟度別授業や少人数授業を実施

し、授業外では個に応じた補習・補講・個

別指導を実施する。 

模擬試験等の分析会を各学年の関係

者に限定して内容の充実を図った

が、参加がまばらになった。次年度

は、職員会議と同時開催に戻すこと

も検討する。習熟度別授業・少人数

授業は計画どおり実施。補習・補

講・個別指導はほぼ例年通り実施。 

Ｂ 



③ 

 
発展的応用力の育成：知的好奇心を刺激し主体的 
で深い学びへと導く魅力ある授業や取組の実践 

ア １学年の段階から大学入試問題等に触れ

る取組 
イ 教科・科目の特性を活かした課題探究学

習や討論、レポート作成等を採り入れた授

業の実施 
ウ 一人１台端末を活用した授業の実施 

大学入試問題を意識した授業や演習

等をすべての教科・科目で実施し、

探究型学習により、生徒が主体的に

学ぶ機会を増やすことが出来た。

80％以上の授業において、一人１台

端末を１時間の授業中に１回は使用

している。課題配信についてはほぼ

100%に近い活用率となっている。 

Ａ 

④ 

教員個々の授業力と教科としての指導力の向上 

ア 指導教諭による模範授業、指名制による

授業研究、各種指定事業に伴う研究授業、

これらを最大限活用して授業見学を実施

し、相互に意見交換しながら教育力の向上

を図る。 

イ 生徒による授業評価に基づき授業改善に取 

り組む。 

ウ 全教員による年４回以上の相互授業見学の 

実施 

エ 教科主任会議の開催を月１回定例化し、教 
科の組織目標の設定と生徒の学力状況把握 
によるＰＤＣＡサイクルを実践する。 

オ 教科会の開催による、生徒の学力向上と指 
導計画の再検討、定期考査の統一化など、教 
科マネジメントを充実させる。 

指導教諭の模範授業、校内で実施す

る指定事業の研究授業等の情報は校

内で共有し、授業見学を行いやすい

環境を整えた。異動者が増えてきた

こともあり、校内での授業見学は昨

年度よりも活発になった。ほぼ全教

員が年間４回の相互授業見学を実施

した。今年度は、教科主任会議を月

１回定例化したことで、各教科での

話し合いを全教科で共有することが

出来る体制となり、課題の量や時期

等の基本的な事項のほか、学校全体

の課題（多様なニーズに応える教育

活動の体制整備など）についても情

報を共有しやすい環境となった。 

Ａ 

⑤ 

文部科学省指定事業「ＤＸハイスクール」、都指

定事業「東京サイエンスハイスクール」、「英語

教育研究推進校」、「海外学校間交流推進校」の

活用、及び都の教育施策の推進 
ア オンライン英会話や外部検定試験を活用 
し、「聞く」「話す」を含む英語４技能を伸 
ばす。 

イ 「ＣＡＮ ＤＯリスト」に基づく指導を実 
践し、「使える英語」力の向上を目指す。 

ウ 理数分野の外部機関主催の講演会やコン     

 クール等へ積極的な参加を促すとともに、 
校内での講演会等の実施も推進し、理数分 
野への生徒の興味関心の喚起と同分野の指 
導の充実を図る。 

エ ＩＣＴ機器と一人１台端末を活用した指導

方法や教材を、全教員が授業に採り入れる。 
オ 「オンライン・デー」を契機として、双方

向のオンライン授業や動画配信等の取組を推

進する。 

オンライン英会話は、授業時間を無

駄にせず有効活用して４技能を育成

した。エジプト派遣生徒、ボストン

研修参加者等を中心に、ＪＥＴとの

会話の機会を数多く設け、「使える英

語」力の向上を図った。「東京サイエ

ンスハイスクール」指定校として

は、福島フィールドワークを教員研

修も兼ねて、昨年度よりも充実した

かたちで実施。また、熱帯の森林環

境やマングローブ林を学び、ＣＯ２

問題を考えるきっかけとなるマレー

シア研修も初実施した。研修参加者

は、12月にマングローブ学会に参加

し、次年度はその場で発表を予定。

Tokyoサイエンスフェアへの参加や

化学クラブでの発表など校外での発

表者も増え、個人的に情報オリンピ

ックに参加する生徒も出てきた。こ

の流れを次年度につなげていく。 

Ａ 

（２） 
進路指導 
 
 
 
 

① 
キャリアガイダンスの実施による進路指導方針

の周知・徹底。 
年間指導計画どおりに実施。 Ｂ 

② 
進路講演会、進路懇談会、進路説明会、模擬授 
業・大学見学会等の実施。 

進路部による組織的な運営と大学や

卒業生等の協力により、大学の学問

の理解、進学する意義等について生

徒の理解を深めることが出来た。年

間指導計画どおりに実施。 

Ａ 



(前ページより) 

（２） 
進路指導 

③ 
年３回以上の生徒個人面談の実施。必要に応じた

三者面談の実施。 

一律に年３回以上の個人面談を行っ

ていないクラスもあるが、必要のあ

る生徒への適時適切な面談と希望者

への三者面談の実施を通して、学校

生活や学習活動に関する相談に対応

した。進路指導部との連携による組

織的な取組に発展させることが今後

の課題。 

Ｂ 

④ 
保護者対象の進路説明会や講演会の開催によ

り、本校進路指導に対する保護者の理解と協力

を得る。 

３学期の１学年の保護者対象進路講

演会はほぼ定着した。 Ｂ 

⑤ 

ＰＴＡ・同窓会・後援会等との連携の活性化。

外部人材、及び用務支援員（本年度より配置）

の活用による自主学習支援事業の積極的運用。

チューターの配置による自習室開放の活性化。 

平日部活動終了後、及び 9 月以降は

週休日にも自習室を利用できる体制

を構築。自習室開室日数 192 日、延

べ利用生徒数 7470 名（平均 38.9 人

／日）と、昨年度同日数で利用人数

は30名増となった。 

Ｂ 

⑥ 

夏季休業期間に、３日を１クールとして８期に

及ぶ講習期間を設置。全員体制での３年生対象

講習の実施と１・２学年対象の講習・補習の実

施。 

夏季休業中３年生向けは90講座実

施、のべ4,660人参加（昨年度97講
座、6,116人）。講座数、参加者数と

もに微減だが、参加率は上昇し、講

習の配置時間の工夫が好影響を生ん

だ。１・２学年の補習・講習は、34
講座実施、のべ2,154人参加（昨年

度36講座、1,363人）となり、参加

人数が1.58倍となった。 

Ｂ 
⑦ 

夏季休業期間における部活動や学校行事準備と、 
講習・補習の時間的重複の調整方法を検討。 

⑧ 長期休業期間以外の補習・講習の実施。 

⑨ 
「進路の手引き」を作成・発行し、過去の進路デ

ータを生徒の進路決定に活用。 
「進路の手引き」や模試分析会等に

より、生徒の学力把握、及び模試結

果と進路データの蓄積と共有は可能

となっている。今年度は、定例開催

化した教科主任会議に向けて、模試

結果を教科会で確認・共有し、指導

の改善に活かす流れが出来た。学年

を越えて進路指導のノウハウを共有

する体制の構築が今後の課題。 

Ｂ 

⑩ 
各学年、年３回模擬テストを実施。第３学年はマ 
ーク模試と記述模試を実施。 

⑪ 

 
模擬試験の結果について、模試分析会、志望校検 
討会議、出願指導研究会を実施し、学力と志望校 
を正確に把握し、指導に活かす。 
 

（３） 
探究活動 ① 

「総合的な探究の時間」を週時程に位置付け、生 
徒が主体的かつ集中して取り組める環境と時間を 
確保する。 

水曜５限に「総合的な探究の時間」

を固定化し、環境と時間は確保し

た。 
Ａ 

② 

新分掌「開発部」（今年度は進路・開発部として 
進路部と並立する形態をとる）が「総合的な探究 
の時間」を所掌し、学校として組織的取組を推進 
する。 

「開発部」による探究活動の推進は

期待以上の成果をあげ、３月１８日

の探究発表会に結実した。 
Ａ 

③ 

全学年・全生徒の探究活動を全教員で分担し、探 
究活動を生徒自らの進路発見・開拓や、社会課題 
の解決につなげることが出来るよう、大学、研究 
機関、企業等の外部機関との連携を強化する。 

全教員で指導を分担する体制を構築

出来た。また、大学、研究機関等と

の連携強化も推進出来た。企業連携

が今後の課題である。 

Ａ 

（４） 
国際教育 
 

 
生徒達が生きる時代に相応しい国際教育を実施し、日本人としての誇りとアイデンティティを確か

なものにしながら、世界を俯瞰する視野を持ったリーダーとなる人材を育成する。その方策とし

て、以下の取組を実施する。 
 



(前ページより) 

（４） 
国際教育 
 

 
① 
 

アメリカ東海岸を主とする学校独自の海外研修旅

行を実施する（３月末の春季休業期間中）。 

本校生徒の興味・関心・進路開発を

十分に反映したボストン研修を無事

に実施することが出来た。 
Ａ 

② 
海外研修旅行に向けて、 国際感覚の把握や国際

理解に資する校内の催しや研修を実施する。 

ハーバード大学教授、日本人初の大

リーグ選手の講演会をはじめ、各種

企画を実施した。 
Ａ 

③ 
 
次世代リーダー育成道場への参加を奨励する。 
 

受験者２名、合格者２名にとどまっ

た。募集要項のさらなる周知徹底を

図る。 
Ｂ 

④ 
都主催の海外交流事業（東京体験スクール、都立

高校生等の海外派遣研修等）に申込み、参加す

る。 

東京体験スクールで１２月に４名の

留学生を受け入れ、海外派遣研修で

エジプトに４名の生徒を派遣。 
Ａ 

⑤ 
高校卒業後に直接海外大学へ進学する選択肢も提

示し、海外留学の機会等を積極的に紹介する。 
積極的に周知出来なかった。次年度

の課題とする。 
Ｃ 

⑥ 
日本の伝統文化理解に係る芸術鑑賞教室や留学生

との交流会等の開催により、自己のアイデンティ 
ティの確立や日本文化理解を促進する。 

日本の伝統文化理解に係る芸術鑑賞

教室の実施は今後の大きな課題であ

る。日本文化理解の促進とともに、

今後取り組んでいく。 

Ｃ 

（５） 
生徒指導 

① 集会、ＨＲ、部長会等を通じた指導の徹底 

部活動後の退校時間の遵守や、大学

通りでの歩行マナー、自転車の乗り

方等については改善した。近隣住民

からのご指導も減り、公共心や規範

意識の醸成に一定の成果があった。 

Ｂ 

② 
ＳＮＳルールの周知とインターネット・携帯電話

等の適正利用の指導 

外部機関との連携による講演会や

TEAMS による注意喚起等を行い、

大きな問題行動はなかった。 
Ｂ 

③ 
いじめ防止基本方針に則り、いじめは絶対許さな

い毅然とした姿勢と意志の育成。 
いじめ実態把握アンケートを適正に

実施し、気になる記載があった場合

は迅速に対応し、大きな問題行動等

はなかった。 

 
Ｂ 
 ④ 

年３回のいじめ実態把握アンケートの実施による

いじめの未然防止、早期発見、早期対応の徹底。 

⑤ 
不審者の侵入・盗難防止に向けた施錠の徹底と生

徒への常時注意喚起 

施錠が不徹底な時があり注意喚起を 
行った。校舎内には新たに施錠出来

ない箇所が見つかり、施設管理面か

ら改善していく。 

Ｃ 

⑥ 
交通安全教室や薬物乱用防止教室等の実施。特に

自転車乗車時のヘルメット着用の推進。 

外部機関との連携による講演会や

TEAMS による注意喚起等を行い、

大きな問題行動はなかったが、自転

車乗車時のヘルメット着用は、今後

も指導を強化していく。 

Ｂ 

⑦ 生徒会の交流活動等、自主的な活動の充実。 
進学指導重点校の生徒会同士の交

流も復活するなど、生徒の自主的

な取組が行われた。 
Ａ 

 
⑧ 
 

ボランティア活動を教科「人間と社会」の体験活

動として認定奨励し、社会貢献の意欲向上を図

る。 

国立市との連携事業に参加。さら

に２学年探究活動での発展的な活

動にもつながった。 
Ａ 

（６） 

募集・広報 

活動 

 

① 

 
都立ＰＲ事業対象校として、学校紹介動画の作

成等を着実に実施する。 
 

動画、都ＨＰアップ内容も計画通り

終了。 
Ａ 



(前ページより) 

（６） 
募集・広 
報活動 

② 

スクールガイド及び学校紹介資料において、学校

の特色及び今後の教育方針をより明確に打ち出

す。次年度に向けたレイアウト、内容の全面刷新

にも着手する。 

探究活動、及び国際教育の取組を紙

面に入れ、指定事業もくまなく明示

することが出来た。レイアウト等の

刷新までは出来なかった。 

Ｂ 

③ 
校内外を問わず学校説明会等の募集広報活動に全

教員が必ず参加する体制をとる。 
総務部を中心に呼びかけを徹底し、

全員体制を築くことが出来た。 
Ａ 

④ 
本校の教育活動を迅速にホームページにアップす

る。 

部活動ページの刷新も終了し、学校

全体として教育活動の取組を可能な

限りホームページにアップする手順

と体制を確立できた。 

Ａ 

⑤ 

学校説明会３回、夏季休業中の学校見学会を１０

回、授業公開週間を２回設定・実施する。このほ

か、体験授業、部活体験入部等を実施し、本校の

授業や部活動への中学生の理解促進を図る。 

すべて滞りなく実施。夏季休業中の

学校見学会は従来通りの参加者があ

った。次年度は見学会の内容を簡略

化し、より見学会としての意図を明

確にする。 

Ａ 

⑥ 
自校作成問題における良問の作成と全業務での確

認の徹底により入学選抜業務を適正に遂行する。 
ミスなく実施。次年度はさらにスケ

ジュール管理を徹底する。 
Ａ 

⑦ 

市内中学校・小学校への生徒派遣による学習支

援、小学校との合同防災訓練、一般対象の公開講

座や施設開放、文化祭の一般公開等を実施して地

域との交流を促進するとともに、都民へ広く学校

を公開していく。 

生徒による中学生への学習支援、公

開講座、施設開放等は実施。文化祭

の公開には昨年度同様入場制限を設

け、適正な校内への入場人数を確保

できた。小学校との合同防災訓練は

実施出来なかった。 

Ａ 

（７）  
特別活動・

部  活  動 
 
 

① 
学校行事について教職員は安全管理を徹底し、生

徒に安心安全な活動環境を提供出来るよう指導す

る。 

体育祭の一部について、安全管理に

課題が残った。次年度に改善する。 
Ｂ 

② 

第九演奏会におけるプロの芸術家との共演、文化 
祭クラス演劇の実施により、高い芸術性、社会 
性、真のコミュニケーション力、著作権・商標権 
等の実社会での法体系を尊重する態度等を身に付 
けさせる。 

高い芸術性の維持、コミュニケーシ

ョン力の向上、著作権等の理解は問

題ない。社会性や実社会でのルール

の習得をどう身に付けさせていくか

が今後の課題。 

Ｂ 

③ 
部活動への加入率１００％程度を目指し、集中

力、達成感等を身に付けることが出来る部活動を

目指す。 

５月末時点の加入率（%）は、１年

200.6、２年200.3、３年138.8、全体

180.4％であった。適正な部活動を目

指し、今後の課題とする。 

Ｂ 

④ 
活動届の提出や下校時間の遵守等、責任ある活動

を実現させる。 
下校時間の順守、及び家庭学習時間

の確保については、引き続き取り組

んでいく。部活動ガイドラインに則

った活動を徹底し、時間管理の指導

を充実させていく。部活動一覧のホ

ームページの更新を行い、可能な限

り活動を外から「見える化」した。 

Ｂ 

⑤ 

本校の部活動方針に基づき、各部活動で年間計画

と目標、指導方針と内容・方法を明示し、ホーム

ページで公表する。平日、週休日において活動し

ない日を１日ずつ設けることを徹底し、兼部して

いる生徒の活動日数に留意するとともに、メリハ

リのある活動と家庭学習時間の確保を図る。 

⑥ 
部顧問や外部指導員に対して体罰根絶に向けた研

修会を実施するとともに、体罰実態調査を実施し   

て迅速に対応し、健全な部活動を推進する。 

研修も実施し、体罰のない部活動を

実施することが出来た。 
Ａ 

⑦ 

避難訓練や水道局と連携した訓練、関係機関と連

携した防災講話の実施を通して、災害時の心構え 
や対応方法を身に付けさせ、被災者支援を主体的

に行える資質・能力を養う。 

計画どおり、すべての訓練を問題な

く実施。次年度は、実施時間の工夫

を検討する。 
Ａ 



（８） 
美化・ 
健康づく

り 
 

① 
クラス、委員会、部活動等あらゆる生徒組織で校

内美化に努め、学校行事等の前後に大掃除を行

う。 

各主体（クラス、部活動）での大掃

除の機会はあるが、古い施設でも綺

麗にしようとする意欲を引き続き喚

起していく。 

Ｂ 

② 
都指定事業「体育健康教育推進校」を活用し、生

徒の体力運動能力の向上と環境整備を図る。 

当該事業の推進により、健康や運動

能力の増進に係る生徒の意識の変容

と環境整備を行うことが出来た。 
Ａ 

③ 

各教科の授業や保健指導、その他の機会を通じ

て、食育の基本や心身の健康管理、生命尊重につ

いて生徒の意識を高め、各学年少なくとも年１回

は、ＳＯＳの出し方に関する説明会や講義を実施

する。 

家庭科、保健体育の授業において実

施。TEAMS によるＳＯＳの出し方

に関する情報発信も行った。説明会

や講義の実施は次年度の検討事項。 

Ｂ 

④ 

特別支援教育コーディネーターと２名体制となっ

たスクールカウンセラーを活用し、生徒支援委員 
会を定期的に実施して、心身の健康に不安を持つ

生徒や保護者に対する相談支援体制を強化する。 

各学年に特別支援教育コーディネー

ターを配置したこと、スクールカウ

ンセラーが２名体制となったこと

で、相談支援体制が強固になった。 
多様な学びに関する校内体制の構築

にも大いに貢献した。 

Ａ 

⑤ 
生徒理解や特別支援教育についての研修会を年２

回以上実施する。 
研修会年２回実施。生徒支援委員会

（拡大含む）は年１１回実施した。 
Ａ 

（９） 
学 校 運

営・組織

体制 
 

① 
学校評価アンケートの結果を活用し、学校改革に

向けた対応策の検討と実践を分掌・学年で行う。 

学習時間の確保と第一志望を諦めさ

せない学校としての指導が次年度の

課題。また、アンケート項目を学校

の取組実態に合致させること、及び

その回収率も次年度の課題である。 

Ｃ 

② 

文部科学省指定事業、都指定４事業について

は、筆頭担当分掌を明確にし、特定教科の教員

に偏ることのない事業推進母体を設け、組織的

に取り組む。 

ＤＸハイスクール・東京サイエンス

ハイスクール推進委員会が実質的に

機能不全に陥っていたため、次年度

はＤＸＨＳは情報管理部、ＴＳＨＳ

は開発部を筆頭分掌とし、人数を絞

った委員会として推進する。 

Ｂ 

③ 

一人１台端末の授業における積極的活用とＩＣＴ

機器等の活用による校務の効率化やペーパーレス 
化を引き続き推進し、業務縮減に関する教職員提

案を積極的に取り上げ、ライフ・ワーク・バラン

スを推進する。 

一人１台端末はほぼすべての授業

で、ＩＣＴ機器はほぼすべての校務

で活用。ペーパーレス化は劇的に進

み、自立経営推進予算の縮減と教員

の業務縮減に大きく寄与した。 

Ａ 

④ 
経営企画室の経営参画を推進し、教育職員との良

好なコミュニケーションに基づく連携・協力体制 
を構築する。 

教員との連携・協力体制は各段に向

上。引き続き改善を目指して取り組

んでいく。 
Ａ 

⑤ 

経営企画室との連携により、自律経営推進予算の

計画的な執行、授業料徴収事務の適時・適切な遂

行、就学支援金に関する適正かつ迅速な事務処

理、中長期的見通しに立った施設・設備・備品の

更新、図書館の蔵書充実と有効活用促進等を着実

に実行するとともに、経費削減に全校で取り組

む。 

ペーパーレス化を強力に推進し、自

律経営推進予算を計画どおり執行出

来た。また、ＤＸＨＳとＴＳＨＳの

指定により、施設・設備等の更新も

可能となり、探究活動に必要な物

品・備品等も揃った。今後も推進事

業に取り組んで予算を確保しつつ、

自律予算は経費削減を目指す。 

Ａ 

⑥ 

行政系・教育系に拘わらず全職員が公務員である

ことの自覚を持ち、服務事故防止研修への参加を 
悉皆として服務事故ゼロへの意識を醸成し、服務

規律を徹底する。 

研修は実施し、全教員参加している

が、引き続き公務員としての自覚に

ついてはその意識向上が課題。 
Ｂ 



 
２ 重点目標と数値目標に対する結果 

 ３年度 
実績 

４年度 
実績 

５年度
実績 

６年度 
目標 

６年度 
実 績 

１ 広報活動を充実

させ、募集対策に努

める。 

①夏季見学会来場者数 896名 1043名 2283名 2500名 2234名 
②学校説明会来場者数 851名 750名 901名 1000名 923名 
③入試説明会来場者数 282名 352名 336名 350名 464名 
④推薦に基づく入学者選抜の応募倍率 3.73倍 3.32倍 3.54倍 3.5倍 3.43倍 
⑤学力に基づく入学者選抜の応募倍率 1.68倍 1.47倍 1.56倍 1.5倍 1.53倍 

 

①東京大学現役合格者数 11 名 8 名 11 名 15 名 ７ 名 
②難関国公立大学現役合格者数 
（東京・東京工業・一橋・京都・国公立医学部医学科） 50 名 51 名 38 名 50 名 51 名 

③旧帝大現役合格者数（東京・京都を除く） 16 名 12 名 19 名 20 名 25 名 
④国公立大学（４年制）現役合格者数 135名 149名 117名 150名 131名 
⑤難関私立大学現役合格者数 
（早稲田・慶応・上智・東京理科） 308名 217名 161名 200名 203名 

⑥共通テスト 
文系６教科９科目・理系６教科８科目受験者数 247名 268名 253名 270名 255名 

⑦共通テスト文系６教科９科目得点上回り指数 1.30 1.31 1.32 1.30 1.28 
⑧共通テスト理系６教科８科目得点上回り指数 1.27 1.26 1.25 1.25 1.27 

３ 長期休業中の講習
の充実 

①長期休業中の講習講座数 138講座 153講座 127講座 150講座 134講座 
②長期休業中の講習受講者数（延べ） 9615人 9870人 7542人 9000人 7,718人 

４ 学力向上のた
め、家庭学習時間を
増加させる。 

家庭学習時間 
１年（春季） 1.41時間 1.65時間 1.62時間 ２時間 1.63時間 
２年（春季） 1.64時間 1.78時間 1.58時間 ２時間 2.16時間 

 ３年（春季） 2.53時間 2.77時間 2.95時間 ４時間 2.90時間 

５ 探究活動の充実 

①外部コンテスト・コンクール等出場者のべ人数    100 名 71名 
②外部連携機関による講演会等の催し    10回 8回 
③探究活動に対する生徒の満足度（1・2 学年ア
ンケート実施による） 

   70 % ― 

６ 国際教育の充実 

①海外研修旅行参加希望者数    50名 40名 
②次世代リーダー申込者数・合格者数    ６名・３名 ２名・２名 

③海外交流関連事業の実施回数    10回 11回 
７ 授業力改善に努
め、生徒の授業満足
度を向上させる。 

評価項目のうち、授業・学習・教育全般について
「満足している」に対して「Ａ：そう思う」、
「Ｂ：ややそう思う」と答えた回答の割合 

87.1％ 83.9％ 75.3％ 80.0％ 65.0％ 

８ きめ細かい進路指
導を実施し、進路指導
満足度を向上させる。 

評価項目のうち、本校の進路指導について「参考
になり役立っている」に対して「Ａ：そう思う」、
「Ｂ：ややそう思う」と答えた回答の割合 

84.7％ 80.7％ 77.5％ 80.0％ 69.4％ 

９ 特別活動・部活動
を充実させ、生徒の学
校満足度を向上させ
る。 

評価項目のうち、学校生活について「充実感を感
じている」に対して「Ａ：そう思う」、「Ｂ：やや
そう思う」と答えた回答の割合 

93.3％ 91.2％ 85.0％ 90.0％ 73.8％ 

 


